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市民社会の参加

2010.3.29，横浜、日石ホールIGESセミナー

市民社会の参加：
持続可能な社会づくりへの国際協力

原科幸彦原科幸彦

日本計画行政学会（JAPA）会長

IAIA（国際影響評価学会）理事・会長職
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東京 ニューヨーク

土地利用比較： 都心部（CBD） (by Harashina,2004)

東京 ニューヨーク

土地利用比較： 都心から10ｋｍ (by Harashina,2004)



3

成長管理： 環境問題は人口問題

環境計画の領域： 計画行政へ

Hardware Software

社会シ ム

空間設定の条件規定

システム設計の制約条件

都市構造
土地利用

社会システム
規制、誘導

Heartware

計画策定
への参加

環境意識の形成

環境教育
普及啓発

計画策定への参加
市民・企業・行政

環境意識
環境倫理

への協力
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住民参加の５段階モデル*

(1) 情報提供 (Informing**)

(2) 意見聴取(2) 意見聴取 (Consultation**)

(3) 形だけの応答 (Placation**)

(4) 意味ある応答

(5) Partnership     (Partnership**)

* Harashina (1994, 2001)、 公共空間における、意味ある議論を行う
ためのフィードバックプロセス

** Arnstein (1969)の「参加の８段梯子モデル」における、対応する参加
の諸段階

環境社会配慮の合意形成の要件
-合理的で公正な意思決定-

合理性のために、 科学的な分析合理性のために、 科学的な分析

システム分析の適用、 代替案の検討

公正性のために、 民主的なプロセス

住民参加、 情報公開

効率性のために、
効率的な コミュニケーション方法を

基本的な手段： 環境アセスメント
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意見書

アセス・プロセスにおけるコミュニケーションアセス・プロセスにおけるコミュニケーション

公聴会

事業者事業者
公衆公衆
（Public）

公聴会

調査（Search）

予測（Forecast）
評価（E l ti ）

公共空間公共空間
でのでの
議論議論

説明会, 見解書

基本文書： 方法書、 準備書、評価書

評価（Evaluation）
議論議論

従来の環境アセスメントの問題点

日本の環境アセスメントは、従来ほとんどが
事業実施の直前で行われる

問題点

• 十分な環境配慮対策ができない

• 事業の中止はほとんど不可能

開発行為の累積的な影響を回避できない• 開発行為の累積的な影響を回避できない

事業段階では遅すぎる
計画、政策という戦略的な段階での配慮が必要
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環境社会配慮の新たな手段

戦略的環境アセスメント戦略的環境アセスメント
SEA: Strategic Environmental AssessmentSEA: Strategic Environmental Assessment

• 持続可能な開発(SD)のための手段

環境に著しい影響を与える人間活動の管理

• 必要性の判断

SEA: Strategic Environmental AssessmentSEA: Strategic Environmental Assessment

• 累積的影響の緩和

•• 方法論の基礎方法論の基礎

科学性：システム分析 民主性：参加と情報公開
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戦略的環境アセスメント（SEA）

政策 Policy オランダ 環境テスト ’95政策 Policy

計画 Plan 
Program

戦略的
環境アセス

（SEA）

環境省共通ＧＬ ’07
（日本型ＳＥＡ： 位置・

・・・

ＥＵ、ＳＥＡ指令 ’04
(世銀は90年代から)

・・・

・・・

オランダ、環境テスト 95

事業 Project
事業アセス

（EIA）

（日本型ＳＥＡ： 位置
規模等の検討段階）

アセス法１３事業が対象
だが、発電所のみ除外

International Herald Tribune
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愛知万博 2005.3.25～9.25

開発を超えて

自然の叡智

計画段階のアセスメントの例
愛知万博計画のアセスメント

• 計画プロセスとアセスプロセス

• アセスプロセス:  1998年4月 –2002年7月

• 環境影響評価法の枠組みを先行適用
博覧会国際事務局（BIE）が特段の環境配慮を要請

博覧会のテーマ: 自然の叡智

環境アセスメントの実施を閣議決定（1995）

• ４つの文書が作成・公表された。
(方法書, 準備書, 評価書, 修正評価書)

• 市民参加による計画の変更, アセスプロセスの外
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海上の森

日本自然保護協会提供

愛知万博アセスのプロセス（前半）

1998. 4 - 2002. 7     アセスメントの期間

1998 4 方法書公表1998. 4 方法書公表

1999. 2   準備書公表
5    オオタカの営巣が発見される!

急遽、新たな代替案の検討と、追加調査へ

10  評価書公表 (実質的には中間報告) 
通産省設置の環境影響評価会による審査
（アセスは３月中に終了すべきとされていた）

11     BIEによる現地調査
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評価書における代替案評価書における代替案 (1999.10)(1999.10)

--代替案は本来、方法書に記載すべき代替案は本来、方法書に記載すべき--

案 1 案 2案 1 案 2

青少年公園も使う
分散会場案

海上の森への
環境負荷を減らす

当初案
「海上の森」のみが会場

朝日新聞,  2000.1.22.
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最終案
BIEへの登録案
（ 年 月)

案Ⅱ
評価書

（ 年 月）

案 Ⅰ
準備書

（ 年 月）

愛知万博の、計画案の変化

（2000年12月)（1999年10月）（1999年2月）

面積: 19 ha (海上の森)

163 ha (青少年公園)

入場者数 1500万人

面積: 540ha (海上の森)

220ha (青少年公園)

入場者数: 2500万人

面積: 540ha (海上の森)

入場者数: 2500万人

愛知万博アセスの教訓

反省点反省点::
4 4 年もかかった年もかかった ((通常のアセスより、通常のアセスより、22年も長い年も長い))
方法書に代替案を記載しなかったため方法書に代替案を記載しなかったため

• 代替案の比較検討 は必須

事業者はこのことを知るべき

• スコーピング は、より積極的な参加プロセスに

方法書に代替案を記載しなかったため方法書に代替案を記載しなかったため

環境アセスメントは計画プロセスの一部

• 審査会の透明性が必要 （2001年までは非公開）
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環境配慮が事業を成功に

万博アセスはSEA（位置、規模の検討段階）

アセスの結果、事業計画を変更

• 位置を変更

「海上の森」のみから、青少年公園中心に

• 規模も変更規模も変更

入場数 2500万人 → 1500万人

結果： 2200万人が入場、 環境万博と認識

Human well-being
経済活動は不可欠

Sustainability
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ODA活動の一場面

国際協力機関における
環境社会配慮ガイドライン、近年の動向

•• JBICJBIC:  :  Japan Bank for International Cooperation
2000.10.  Study Group on the guidelines2000.10.  Study Group on the guidelinesy p gy p g
2002.  4.  Establishment of the guidelines2002.  4.  Establishment of the guidelines
2003.10.  Implementation (fully)2003.10.  Implementation (fully)

•• JICAJICA:  :  Japan International Cooperation Agency
2002.12.  Revising Committee for the GL 2002.12.  Revising Committee for the GL 
2003.10.  Revising by JICA based on the report2003.10.  Revising by JICA based on the report
2004 4 E t bli h & I l t f th GL2004 4 E t bli h & I l t f th GL

• JETRO: Japan External Trade Organization
2006.10.  Committee for creating the  guidelines
2007. 10.  Draft of the Guideline
2008.   1.  Establish. & Implement. of the GL

2004.  4.  Establish. & Implement. of the GL2004.  4.  Establish. & Implement. of the GL
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The report was handed to Ms. 
Sadako Ogata, the president of 
JICA from Prof Sachihiko

Congratulation !

JICA from Prof. Sachihiko 
Harashina, representing the 
study committee, in October, 
2003.  She is former United 
Nations High Commissioner for 
Refugee (UNHCR).

JICA established the guideline 
according to the report in April 
2004.  Prof. Harashina also lead 
the follow up committee for the 
process of making the revised 
guideline.

・3回の参加の機会:

Scoping,  Draft EIR, and Final EIR

JICA Guideline, 2004  の特徴

・情報公開：

JICA自体と援助国においても

・SEAの考え方をできるだけ使う：
マスタープラン作成の支援において

・組織の改編：
１） 環境審査部の設置
２） 環境社会配慮審査会（外部専門家による）
３） 異議申立審査役（Inspection Panel に相当）
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Hybrid Model

公共空間での議論
公開の会議の場を設定

Hybrid Model

Hybrid

Experts Stakeholders

Experts from 
divers fields & 
Different views

Administration,
Citizens, NGOs,
Industry

Facilitator

Different views Industry

Harashina,2001

JICA GL 2004 
Realized throughRealized through

a very transparent process
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新 JICA における役割の拡大

Project Cycle Yen Loan Grant Aid Technical 
Cooperation

Project Formation Former JICA Former JICA

従来（2008.9まで）

Project Cycle Yen Loan Grant Aid Technical 
Cooperation

Former JICAAppraisal / Approval

Former JBIC MOFA
Implementation/
Supervision

現在 （2008.10より）

j y Cooperation

Project Formation

New JICA New JICA

New 
JICA

New JICA
Appraisal / Approval

MOFAImplementation/
Supervision

MOFA: Ministry of Foreign Affairs

Number of Stuff Vol. of Operation ($)
World Bank 8,600 ($)$$19,600 mil
Asian Deve. Bank 2,443 6,800 mil
New JICA 1 664 10 200 mil

New JICA (since Oct. 2008)

改正 ODA 大綱, 2003

New JICA 1,664 10,200 mil

５つの基本方針のうち
(3) Assurance of fairness: 

Source: New JICA 2008 Facts and Figures

Consideration of Environmental & Social Impacts
４つの重点課題のうち
(3) Addressing global issues

Environ. Problems/Creation of International Norms
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• ガイドライン改定有識者委員会(2009年末で31回)
2008年2月に開始：ハイブリッドモデルの委員構成

より進んだ環境社会配慮へ

2008年2月に開始：ハイブリッドモデルの委員構成

（学識者、NGO,産業界、行政から各4名の委員）

2008年12月に中間報告

2009年10～11月、パブリックコメント

2010年4月制定、 7月施行に

• 既存のガイドラインの基本方針を守る• 既存のガイドラインの基本方針を守る

原則、全ての事業を対象 (screening)

• 旧組織間の調整に苦労

JICAは技術支援（案件形成も）、JBICは円借款

改定ガイドラインの特徴

• プロジェクトサイクルの全体を対象とする

世界銀行と同様の仕組みに

• 持続可能な社会づくりへ新たなODA
• 環境と社会の多様な側面を評価 (wide scope)

生物多様性保全は重要な評価項目

• より積極的なSEAの実施

マスタ プラン作成支援にSEAを適用マスタープラン作成支援にSEAを適用

• 環境社会配慮助言委員会 (credibility)

外部専門家による組織、 説明責任を果たす

• 異議申立制度 (compliance)
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We need
“Discussions in Public Space”

持続可能な人類社会へ

Please do Meaningful Reply


